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会社の体制および方針
(1)業務の適正を確保するための体制

当社は、会社法第362条第４項第６号ならびに会社法施行規則第100条第１項お

よび第３項に定める「業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）」

の基本方針について、2021年12月23日開催の取締役会において内容の一部改定を

決議しており、その概要は以下のとおりであります。

1.基本方針

当社は、当社および子会社（以下「当社グループ」という。）を統括する持株

会社として、当社による子会社への適切なサポートおよび管理監督を通じて、企

業集団としての当社グループの業務の適正性を確保するため、次に掲げる経営理

念をグループ内のすべての役員および従業員が職務を執行するにあたっての指針

となる基本方針といたします。

経営理念

ＣＬグループは、全社員の成長と物心両面の幸福を追求し、

健全な事業活動を通じて、社会の進歩発展に貢献し続けます。

当社は、この経営理念の下、経営の透明性をより高めるためには、コーポレー

ト・ガバナンスの確立が不可欠であることから、会社法および会社法施行規則な

らびに金融商品取引法に基づき、コーポレート・ガバナンスの基礎的要件である

内部統制の基本方針を以下のとおり定め、整備・運用・評価を推進して参りま

す。また、子会社が当社グループの一員として整備運用すべき事項を定めること

ができるよう支援することにより、当社グループ全体が一体となった内部統制シ

ステムの整備・運用・評価の維持・向上を実現いたします。

(1)経営活動の目的達成のため、業務の有効性および効率性を高めます。

(2)財務諸表および財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性のある情報の信頼性を

確保します。

(3)経営活動に関わる法令その他の規範の遵守を促進します。

(4)資産の取得、使用および処分が適正な手続きおよび承認の下に行われるよ

う、資産の保全を図っていきます。

(5)上記の活動を支えるためのIT環境を整備・運用いたします。

2.取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制

(1)当社および当社子会社のすべての取締役および従業員が、社会の構成員であ

る企業人として求められる倫理観・価値観に基づき誠実に行動することが求
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められます。当社は、このような認識に基づき、社会規範・倫理そして法令

などの厳守により公正かつ適正な経営の実現と、社会への貢献、社会との協

調を図ることを行動規範とし、その行動指針である理念ブックを共有して当

社および当社グループ全体の業務の運営指針とするものとします。

(2)会社としての不正行為等による不祥事の防止および早期発見、自浄プロセス

の機動性の向上、風評リスクのコントロール、ならびに社会的信頼性の確保

を図り、もってコンプライアンス経営の強化に資することを目的として、「内

部通報制度運用規程」を定め、取締役を含む全従業員を対象として、組織的

または個人的な法令違反ないし不正行為に関する通報について適正な処理の

仕組みを構築します。

(3)当社は、当社および当社グループ全体に影響を及ぼす重要事項は、定款およ

び取締役会規程に基づいて取締役会において決定するものとします。また、

その他に職務決裁基準に従って決裁区分を明確にします。

(4)当社は、執行役員制を採用しており、執行役員は取締役会で決定した会社の

方針および代表取締役の指示に基づき、責任を持って執行に当たっておりま

す。

(5)取締役会、執行役員会、常務会には監査役が出席し、監査上必要な意見を述

べることにより取締役の職務執行に対する監督機能を強化することとしてお

ります。

(6)当社は、財務報告の信頼性を確保するために、金融商品取引法に従い、内部

統制報告制度を導入し、財務報告に関する内部統制の整備および運用を行い、

内部監査を実施するものとします。

3.取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

(1)情報の保存・管理

取締役の職務執行に係る情報については、法令、定款および取締役会規程、

文書管理規程、情報システム管理規程等の社内規則に基づき作成し、文書ま

たは電磁的媒体に適切に記録・保存し、取締役・監査役・会計監査人等が閲

覧可能な状態にて管理するものとします。また、必要に応じて、運用状況の

検証および規程の見直しを実施するものとします。

なお、保存期間は法令その他特別の定めがある他は、文書管理規程の保存

期間によるものとします。

― 2 ―

2022年02月24日 11時00分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



(2)情報の検索・閲覧の方法

取締役の職務執行に係る情報を必要な情報保護策を付してデータベース化

し、新規掲載および改訂文書については社内に告知し、周知徹底するととも

に、取締役および監査役が当該各文書および情報の存否および保存状況を直

ちに検索可能とする体制を構築します。

4.損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)当社は、経営に重大な影響を及ぼす恐れのある事業リスクを適切に認識・評

価するとともに、有事が発生した場合の対応を協議するため、週１回本部長

会議、執行役員会、常務会を行い、更に月１回取締役会等を行うものとしま

す。これらの会議では、事業に関して想定されるリスクや経営結果、会社運

営上の諸問題の報告ならびに協議を行うものとします。

(2)コンプライアンスに関するビジネスリスクの他、会社を取り巻くあらゆるリ

スクを分析し、想定されるリスクへの対応方針を検討するにあたっては、顧

問弁護士をはじめとする外部専門家等と協力するものとします。

(3)当社は、商品・サービスの品質管理の仕組みを構築し、品質トラブルを防止

するとともに顧客満足度を向上させることを目的として、「ＩＳＯ統合マネジ

メントマニュアル」を設け、厳格な運用を行うように努めます。

5.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)当社は、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、毎

月定例取締役会を開催するほか、必要に応じて適宜臨時に取締役会を開催す

るものとし、経営の意思決定の迅速化と、効率的な事業の運営を行うものと

します。

(2)当社は、執行役員制を導入し、取締役会の意思決定機能および監督機能の強

化を図るとともに、その業務執行責任を明確化します。

(3)また、当社グループ全体の経営課題および事業戦略についての討議・決定機

関として、取締役および執行役員ならびに子会社役員により構成する執行役

員会、取締役および常務執行役員により構成する常務会を毎週定期的に開催

し、グループ経営課題と戦略の共有化を図り、経営・事業目標の効率的な達

成に努めるものとします。
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(4)当社は、各新年度開始前に経営方針発表会を開催し、環境変化に対応した当

社グループ全体の将来ビジョンと目標を定めた中期方針、単年度方針を全社

員に対して説明し、上記方針を踏まえた実行計画を策定することによって、

職務執行の効率化に努めます。

(5)予算統制に関しては、経営計画および月次決算に基づいて、子会社を含む全

部門の責任者が参加する本部長会議を毎週開催し、各部門の責任範囲を明確

にし、併せて部門活動を管理し、統制するとともに予算と実績の差異分析を

通じて、経営効率の改善および向上を図るものとします。

(6)取締役会、執行役員会、常務会には監査役が出席の上、業務運営状況を把握

し、改善を図るものとします。

6.当該株式会社ならびにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保

するための体制

(1)当社は、取締役会、執行役員会、常務会において、グループ情報の一元管理

を行い、子会社の経営陣を指導し、業務の適正化を図ります。

(2)監査役および内部監査室は、連結経営の視点を踏まえ必要があるときは、子

会社等に対し事業の報告を求め、またはその業務および財産の状況を調査す

るものとします。

(3)子会社の経営については、その自主性を尊重しつつ、管理担当部門を置き、

関係会社管理規程を定めて、状況に応じて必要な管理を行うものとします。

(4)「取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保

するための体制」、「損失の危険の管理に関する規程その他の体制」「取締役の

職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制」の記載事項のす

べてについて、当社グループとしての管理体制を構築・整備し、運用します。

7.監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項

監査役がその職務を補助すべき使用人（以下「補助使用人」といいます。）を

置くことを求めた場合、取締役は必要な員数および求められる資質について監査

役と協議の上、必要に応じて適任と認められる人員を置くこととしております。

8.補助使用人の取締役からの独立性に関する事項および監査役の補助使用人に対
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する指示の実行性の確保に関する事項

(1)職務の遂行上必要な場合、監査役は補助使用人を取締役から独立させて、取

締役から指揮命令を受けない体制をとるものとします。

(2)補助使用人に関する人事考課や懲戒処分等に関しては、監査役の意見を尊重

するものとします。

(3)取締役および使用人は、補助使用人の業務が円滑に行われるよう、監査環境

の整備に協力するものとします。

(4)補助使用人は、必要に応じて、弁護士、公認会計士等から監査業務に関する

助言を受けることができるようにするものとします。

9.取締役および使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告

に関する体制、ならびに子会社の取締役、監査役、その他これらの者に相当する

者、および使用人、またはこれらの者から報告を受けた者が監査役に報告するた

めの体制

(1)監査役は、当社および子会社の取締役の執行状況を把握するため、取締役

会、執行役員会、常務会の他、社内重要会議に出席し、また、稟議書その他

業務執行に関する重要な文書を閲覧することで当社または子会社の取締役ま

たは使用人にその説明を求められる体制をとるものとします。

(2)内部監査室は、監査役の求めに応じ、内部監査の結果を報告するものとしま

す。

(3)当社は、内部通報制度運用規程に基づく当社グループの内部通報システムの

運用により、法令、定款または社内規程に違反する重大な事実、その他コン

プライアンス上の重大な問題にかかる通報について、監査役を通報窓口とす

る適切な報告体制を確保します。

10.報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ

とを確保するための体制

当社は、監査役に報告した者が、当該報告を理由として、不利な扱いを受ける

ことがないように内部通報制度運用規程に定めるとともに、当該規程を適切に運

用するものとします。

11.監査役の職務の執行について生じる費用の前払いまたは償還の手続きその他

― 5 ―

2022年02月24日 11時00分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



の当該職務の執行について生じる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査役が通常の監査によって生ずる費用を請求した場合は、速やかに

処理を行い、また、通常の監査費用以外に、緊急の監査費用、専門家を利用する

新たな調査費用が発生する場合においては、監査役は担当役員に事前に通知する

こととしております。

監査役が、当該費用の前払いを求めた場合には、その費用が明らかに監査役の

職務の執行に関係しないと認められる費用を除き、速やかに費用の償還または前

払いに応じるものとします。

12.その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)監査役は、代表取締役社長と定期的な会合を持ち、会社が対処すべき課題、

経営環境、リスクおよび監査上の重要課題等について意見交換し、相互認識

と信頼性の向上に努めます。

(2)監査役は、会計監査人との定期的な会合等を通じて緊密な連携を保ち、積極

的に意見・情報交換を行い効率的な監査に努めます。

(3)監査役は、常に内部監査室との連携を保ち、その監査を活用し、監査効率の

向上に努めます。

13.反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対して毅

然とした態度で臨むこととし、これらの勢力・団体からの不当な圧力や金銭の要

求等については断固拒否し、取引関係その他一切の関係を持たない社内体制を整

備します。

14.反社会的勢力排除に向けた整備状況

当社は、国が示した「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」

を基本姿勢として、2011年10月に施行された「東京都暴力団排除条例」を遵守す

る体制を整備し、適切な体制の維持に努めます。反社会的勢力に対して屈するこ

となく法律に則して対応すること、および各関連規程の充実と周知徹底を図りま

す。また、反社会的勢力への対応に際し、適切な助言や協力を得ることができる

よう、平素より警察、弁護士、地域企業防衛対策協議会等との連携を図るように

努めます。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
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当社では、前記の基本方針に基づいて、内部統制システムの整備とその適切な

運用に努めております。当事業年度におけるその運用状況の概要は次のとおりで

す。

① 取締役・使用人の職務執行の法令・定款への適合性および効率性の確保

定例取締役会を毎月１回開催し、定例報告確認事項のほか、取締役会規程に

定められた重要事項について確認・決定するとともに、各議案についての審議、

業務執行の状況等の監督を行っております。定例取締役会においては、弁護士、

税理士の資格を有する社外役員も交えて、活発な意見交換がなされており、意

思決定および監督の実効性、法令・定款への適合性は確保されております。

また、当社は、経営と業務執行に関する機能と責任を明確化するため執行役

員をおき、意思決定の迅速化・効率化を図っております。

② 損失の危険の管理

当社は、経営に重大な影響を及ぼす恐れのある事業リスクを適切に認識・評

価するとともに、有事が発生した場合の対応を協議するため、週１回本部長会

議、執行役員会を行い、更に月１回取締役会等を開催しております。これらの

会議では、事業に関して想定されるリスクや経営結果、会社運営上の諸問題の

報告ならびに協議を行っております。

③ 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正の確保

当社子会社の経営管理については、代表取締役社長が統括しております。各

子会社の代表者は、当社の東京本社で毎週開催される執行役員会と毎月開催さ

れる定例取締役会に、直接もしくはＴＶ会議システムを介して参加しており、

また定例取締役会において、各子会社の業績および営業状況を報告しておりま

す。内部監査室による当社および当社子会社への内部監査も実施しております。

④ 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

定例監査役会を毎月１回開催し、当社の業務の状況を鑑みた上で、開催時期

に適したテーマを選び、当社の取締役や執行役員等を必要に応じて招集し、活

発な意見交換を行っております。

また、監査役は、必要に応じて内部監査室長に対して内部監査に関する調査

を求めることができ、会計監査人とも定期的に情報交換を行っております。

(3)剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題であると認識してお

り、利益配分に関しては、2007年12月期以降は、グループ経営の観点から連結配

当性向主義を採用し、経営基盤の強化と将来予想される事業展開に必要な内部留

保を確保しつつ、業績に応じた配当を実施していく方針としております。この方

針のもと、2015年12月期より連結配当性向を20％から30％以上として利益配分を

実施してまいりました。
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当社は、中間配当と期末配当の基準日をそれぞれ毎年6月30日及び12月31日と

する旨を定款に定めており、これらの剰余金の配当の決定機関は、取締役会であ

ります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、上記方針に基づき、１株につき36

円（連結配当性向30.5％）の配当を実施することを決定しました。また、内部留

保資金につきましては、人材の採用、マネジメント体制の構築および新規事業へ

の投資等に充当し、経営基盤の強化を進める予定であります。
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連結株主資本等変動計算書

（2021年１月１日から
2021年12月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 350,000 222,869 6,827,811 △356,915 7,043,766

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △377,570 △377,570

親会社株主に帰属
する当期純利益

1,203,449 1,203,449

自 己 株 式 の 取 得 △154 △154

自 己 株 式 の 処 分 110,096 110,096

自己株式処分差益 3,508 3,508

株主資本以外の項
目 の 当 期 変 動 額
（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － 3,508 825,878 109,942 939,329

当 期 末 残 高 350,000 226,377 7,653,690 △246,973 7,983,095

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 △13,579 △66 43,037 33 29,426 49,901 7,123,093

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △377,570

親会社株主に帰属
する当期純利益

1,203,449

自 己 株 式 の 取 得 △154

自 己 株 式 の 処 分 110,096

自己株式処分差益 3,508

株主資本以外の項
目 の 当 期 変 動 額
（純額）

6,328 118 36,357 808 43,612 △15,661 27,950

当 期 変 動 額 合 計 6,328 118 36,357 808 43,612 △15,661 967,279

当 期 末 残 高 △7,251 52 79,395 841 73,038 34,239 8,090,373

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1)連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の数 ……………… ６社

② 連結子会社の名称 …………… 株式会社エスアイピー

睿恪斯（上海）貿易有限公司

睿恪斯（上海）文化創意有限公司

睿恪斯（深圳）貿易有限公司

株式会社レッグス分割準備会社

株式会社エルティーアール

③ 連結範囲の変更 ……………… 当連結会計年度において、新たに設立した株式

会社レッグス分割準備会社と株式会社エルティ

ーアールを連結の範囲に含めております。

(2)持分法の適用に関する事項

① 持分法適用の関連会社の数……１社

② 持分法適用の関連会社の名称…株式会社ＣＤＧ

③ 持分法の適用の手続きについて特に記載すべき事項

決算日が連結決算日と異なる会社について、12月31日現在で実施した仮決算に基

づく計算書類を使用しております。

(3)会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準および評価方法

(イ)有価証券の評価基準および評価方法

満期保有目的の債券……………… 償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの ………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は主として移動平均法により算

定)
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時価のないもの ………………… 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合およびそれに

類する組合への出資（金融商品取引法第２条

第２項により有価証券とみなされるもの）に

ついては、組合契約に規定される決算報告日

に応じて入手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方法によっ

ております。

(ロ)デリバティブの評価基準および評価方法

デ リ バ テ ィ ブ ………………… 時価法

(ハ)たな卸資産の評価基準および評価方法

商 品 ………………… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法)

② 固定資産の減価償却の方法

(イ)有形固定資産

（リース資産を除く）

………………… 定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

については、定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は次のとおりで

あります。

建 物 ２～18年

そ の 他 ２～15年

(ロ)無形固定資産 ………………… 定額法

なお、ソフトウェア（自社利用）について

は、社内における見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

(ハ)リ ー ス 資 産 ………………… 定額法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産

なお、リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しております。
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③ 引当金の計上基準

（イ）貸 倒 引 当 金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

（ロ）賞 与 引 当 金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結

会計年度に見合う分を計上しております。

（ハ）株 主 優 待 引 当 金

株主優待制度による将来の費用発生に備えるため、当連結会計年度末における

将来の発生見込額に基づき計上しております。

（ニ）商品回収等関連引当金

当社の商品に関する回収等費用について、今後発生すると見込まれる金額を計

上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤ 外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産および負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益および費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定に含めております。
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⑥ ヘッジ会計の方法

(イ)ヘッジ会計の方法

為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行って

おります。

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘ ッ ジ 手 段 ……………… 為替予約

ヘ ッ ジ 対 象 ……………… 外貨建金銭債権債務等

(ハ)ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行い、ヘ

ッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一

期日の為替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動による相

関関係は完全に確保されているので決算日における有効性の評価を省略しており

ます。

⑦ 消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

２.表示方法の変更に関する注記

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

「会計上の見積の開示に関する会計基準」(企業会計基準第31号2020年３月31日)を

当連結会計年度から適用し、連結注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載し

ております。

ただし、当該注記においては、当該会計基準第11項ただし書きに定める経過的な取

り扱いに従って、前連結会計年度に係る内容について記載しておりません。
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３.会計上の見積りに関する注記

関係会社株式（株式会社ＣＤＧ（以下ＣＤＧ社））に含まれるのれんの評価

①連結計算書類に計上した金額

関係会社株式（ＣＤＧ社）に含まれるのれん 863,351千円

②その他見積りの内容に関する理解に資する情報

関係会社株式（ＣＤＧ社）に含まれるのれんについては、減損の兆候の有無を検討

し、減損の兆候を識別した場合には、関係会社株式（ＣＤＧ社）に含まれるのれんの

残存償却期間に対応する期間における割引前将来キャッシュ・フローを事業計画に基

づいて算定し、帳簿価額と比較して減損損失の認識の要否を判定しています。減損損

失の認識が必要と判定された場合、当該関係会社株式（ＣＤＧ社）に含まれるのれん

については、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認識しています。

持分法適用関連会社であるＣＤＧ社への投資については、ＣＤＧ社の外部経営環境

及び株式取得時の当初事業計画の達成状況や時価の推移を勘案して、減損の兆候の有

無を判断しています。当連結会計年度においては、減損の兆候は生じていないことか

ら、減損損失を計上していません。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

当該見積りは、将来の予測不能な経営環境の変化などによって影響を受ける可能性

があり、経営環境が悪化した場合、翌連結会計年度の連結計算書類において減損損失

の認識が必要となる可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記

(1)有形固定資産の減価償却累計額 100,784千円

(2)コミットメントライン契約

当社は、事業資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３行とコミットメントライ

ン契約を締結しております。

当該契約に基づく当連結会計年度末における借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

コミットメントラインの総額 4,500,000千円

借入実行残高 －

差引額 4,500,000千円

本契約には、連結貸借対照表の純資産の部の金額や連結損益計算書の経常損益より

算出される一定の指標等を基準とする財務制限条項が付されております。
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1)発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 10,840,000株 －株 －株 10,840,000株

(2)剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

2021年３月25日開催の第33期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配 当 金 の 総 額 377,570,376円

・１株当たり配当金額 36円

・基 準 日 2020年12月31日

・効 力 発 生 日 2021年３月26日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度になるもの

2022年２月14日開催の取締役会において次のとおり決議いたしました。

・配 当 の 原 資 利益剰余金

・配 当 金 の 総 額 379,306,764円

・１株当たり配当金額 36円

・基 準 日 2021年12月31日

・効 力 発 生 日 2022年３月24日

(3)新株予約権に関する事項

発行日 目的となる株式の種類 目的となる株式の数

2012年９月７日 普通株式 14,000株

2014年９月５日 普通株式 37,000株

2016年９月２日 普通株式 23,700株

６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については主に預金を中心に安全性の高い金融資産で

運用しております。また、運転資金を金融機関からの借入により調達しておりま

す。

デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引

は行わない方針であります。
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② 金融商品の内容およびそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客信用リスクの影響を受けます。

投資有価証券は主に満期保有目的の債券およびその他有価証券であり、市場価格

の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、定期的に時価や発行体

の財務状況等を把握しております。

営業債務である買掛金は、ほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は

主に関係会社株式取得に係る資金調達であります。償還日は決算日後、最長で６年

であり、このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対する

ヘッジを目的とした先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッ

ジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述

の連結注記表「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

等、(3)会計方針に関する事項、⑥ヘッジ会計の方法」をご覧ください。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

・信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは「販売管理規程」ならびに「与信管理運用基準」に従い、営業債

権について、各営業部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引

相手ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。

・市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

外貨建債権債務に係る為替予約の実施に際しては「資金運用管理規程」に則

り、業務遂行する体制を確立しております。また、毎月取締役会にて運用結果を

報告しております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しており

ます。

・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の

管理

当社グループは各部門からの報告に基づき資金担当部門が、適時に資金繰計画

を作成・更新することにより、流動性リスクを管理しております。
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④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価格の算定においては変動要因を

織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価格が変動す

ることがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2021年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められ

るものは、次表には含まれておりません（（注）２を参照ください。）。

(単位：千円)

連結貸借対照表
計上額 (*)

時価 (*) 差額

(1) 現金及び預金 4,002,743 4,002,743 －

(2) 受取手形及び売掛金 3,965,607 3,965,607 －

(3) 投資有価証券

満期保有目的の債券 200,000 200,084 84

その他有価証券 0 0 －

資産計 8,168,351 8,168,435 84

(1) 買掛金 (1,375,243) (1,375,243) －

(2) 未払法人税等 (98,326) (98,326) －

(3) 短期借入金 (496,000) (496,000) －

(4) 長期借入金
(１年内返済予定を含む)

(2,513,295) (2,513,295) －

負債計 (4,482,865) (4,482,865) －

(*) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

(注)１ 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項

資 産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引

金融機関から提示された価格によっております。
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負 債

(1) 買掛金、(2) 未払法人税等、(3)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(4) 長期借入金（１年内返済予定を含む）

長期借入金は変動金利であり、金利が一定期間ごとに更改される条件とな

っているため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。

(注)２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

連結貸借対照表計上額 (千円)

投資事業有限責任組合出資持分 ※１ 1,212

長期未払金 ※２ 159,678

※１ 投資事業有限責任組合出資持分は、市場価格がなく、時価を把握することが

極めて困難と認められるため、「(3) 投資有価証券」には含めておりません。

※２ 長期未払金は役員退職慰労金であり、当該役員の退職時期が特定されていな

いため時価の算定が困難と認められるため、上記表には含めておりません。

(注)３ 金銭債権および満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 4,002,743 － － －

受取手形及び売掛金 3,965,607 － － －

投資有価証券

満期保有目的の債券 － 200,000 － －

合計 7,968,351 200,000 － －
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(注)４ 短期借入金および長期借入金の連結決算日後の返済予定額

区分
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
(千円)

短期借入金 496,000 － － － － －

長期借入金 1,042,060 342,060 342,060 342,060 342,060 102,995

合計 1,538,060 342,060 342,060 342,060 342,060 102,995

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 764円61銭

(2) １株当たり当期純利益 115円09銭

８．追加情報

新型コロナウイルス感染症の影響について、今後の拡大または収束を予測する

ことは困難な状況でありますが、翌連結会計年度においても当社グループへの影

響が一定の期間に渡り継続するものと仮定し、繰延税金資産の回収可能性や固定

資産の減損等の会計上の見積もりを行っております。なお、今後の状況の変化に

より、翌連結会計年度以降の当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。
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９．重要な後発事象に関する注記

(会社分割による持株会社体制への移行及び商号変更)

当社は、2022年１月１日をもって持株会社体制へ移行し、商号を「株式会社ＣＬ

ホールディングス」に変更いたしました。また、当社が営むマーケティングサービ

ス事業について、2021年９月29日開催の臨時株主総会で承認されました吸収分割契

約に基づき、吸収分割承継会社（当社完全子会社）である「株式会社レッグス」

（2022年１月１日付で、「株式会社レッグス分割準備会社」から商号変更）が承継い

たしました。

持株会社体制に移行することにより、経営や事業における意思決定のスピードを

上げ、外部環境の急激な変化に対して機動的且つ柔軟に対応するとともに、監督と

執行の機能分離と権限委譲を進め、継続的な投資と新規事業や経営人材の創出を推

し進めることで、企業価値の一層の向上に努めてまいります。

１．株式会社ＣＬホールディングスの概要

（１）商号 株式会社ＣＬホールディングス

（２）本店所在地 東京都港区南青山二丁目26番1号

（３）代表者 代表取締役社長内川淳一郎

（４）事業内容 グループ経営に関する事業等

（５）資本金 350百万円

（６）決算期 12月31日

２．株式会社レッグスの概要

（１）商号 株式会社レッグス

（２）本店所在地 東京都港区南青山二丁目26番1号

（３）代表者 代表取締役社長内川淳一郎

（４）事業内容 マーケティングサービス事業

（５）資本金 350百万円

（６）決算期 12月31日

10．その他の注記

該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

（2021年１月１日から
2021年12月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 350,000 138,550 84,319 222,869 24,062 6,758,390 6,782,452

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △377,570 △377,570

当 期 純 利 益 1,231,881 1,231,881

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

自 己 株 式 処 分 差 益 3,508 3,508

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － 3,508 3,508 － 854,310 854,310

当 期 末 残 高 350,000 138,550 87,827 226,377 24,062 7,612,701 7,636,763

株 主 資 本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計

自己株式
株主資本
合 計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △356,915 6,998,407 1,087 1,087 49,901 7,049,396

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △377,570 △377,570

当 期 純 利 益 1,231,881 1,231,881

自 己 株 式 の 取 得 △154 △154 △154

自 己 株 式 の 処 分 110,096 110,096 110,096

自 己 株 式 処 分 差 益 3,508 3,508

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△1,087 △1,087 △15,661 △16,749

当 期 変 動 額 合 計 109,942 967,761 △1,087 △1,087 △15,661 951,011

当 期 末 残 高 △246,973 7,966,168 － － 34,239 8,000,407

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1)有価証券の評価基準および評価方法

① 子会社株式等 ………………… 移動平均法による原価法

② 満期保有目的の債券……………… 償却原価法（定額法）

③ その他有価証券

時価のあるもの ………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの ………………… 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合およびこれ

に類する組合への出資（金融商品取引法第

２条第２項により有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規定される決

算報告日に応じて入手可能な最近の決算書

を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む

方法によっております。

(2)デリバティブの評価基準および評価方法

デ リ バ テ ィ ブ ………………… 時価法

(3)たな卸資産の評価基準および評価方法

商 品 ………………… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方

法)

(4)固定資産の減価償却の方法

① 有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

………………… 定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備は除く）並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び

構築物については、定額法を採用しており

ます。

なお、主な資産の耐用年数は次のとおり

であります。

建 物 ２～18年

そ の 他 ２～15年
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② 無 形 固 定 資 産 ………………… 定額法

なお、ソフトウェア（自社利用）につい

ては、社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

③ リ ー ス 資 産 ………………… 定額法

所有権移転外ファイナンス・リース取引

に係るリース資産

なお、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用しております。

(5)外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

(6)引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業

年度に見合う分を計上しております。

③ 退 職 給 付 引 当 金

従業員の退職給付に備えるため、自己都合要支給額を退職給付債務とする方法

（簡便法）により、当事業年度末における退職給付債務額を計上しております。

④ 株主優待引当金

株主優待制度による将来の費用発生に備えるため、当連結会計年度末における

将来の発生見込額に基づき計上しております。

➄ 商品回収等引当金

当社の商品に関する回収等費用について、今後発生すると見込まれる金額を計

上しております。
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(7)ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行って

おります。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘ ッ ジ 手 段 ………………… 為替予約

ヘ ッ ジ 対 象 ………………… 外貨建金銭債権債務等

③ ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行い、ヘ

ッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一

期日の為替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動による相

関関係は完全に確保されているので決算日における有効性の評価を省略しており

ます。

(8)消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

２.表示方法の変更に関する注記

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31号2020年３月31日)

を当事業年度から適用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載して

おります。

３.会計上の見積りに関する注記

関係会社株式の評価

①当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式に含まれる株式会社ＣＤＧに対する投資残高 3,644,228千円

②その他見積りの内容に関する理解に資する情報

市場価格又は時価がある株式等は、その時価が取得価額に比べ50％以上低下した場

合には、回復する見込みがあると認められる場合を除き、当該時価をもって貸借対照

表価額とし、評価差額を当事業年度の損失として認識しております。

➂翌事業年度の計算書類に与える影響

当該見積りは、投資先の実績等が投資時の計画を下回った場合などは、超過収益力

が毀損したと判断され、減損処理を行う可能性があります。
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４．貸借対照表に関する注記

(1)有形固定資産の減価償却累計額 73,812千円

(2)関係会社に対する短期金銭債権 710,522千円

(3)関係会社に対する短期金銭債務 73,410千円

(4)偶発債務

連結子会社の銀行借入に対して、次のとおり債務保証を行っております。

睿恪斯（上海）貿易有限公司、睿恪斯（上海）文化創意有限公司

契約極度額 70,975千円

借入実行額 －千円

差引額 70,975千円

(注) 上記の契約極度額は、睿恪斯（上海）貿易有限公司と睿恪斯（上海）文化創意

有限公司の合算金額となっております。

(5)コミットメントライン契約

連結注記表の「４．連結貸借対照表に関する注記」に同一の内容を記載している

ため、注記を省略しております。

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高 売 上 高 2,356,885千円

仕 入 高 36,514千円

販売費及び一般管理費 78,814千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 451,134株 67株 147,500株 303,701株

― 25 ―

2022年02月24日 11時00分 $FOLDER; 26ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 35,664千円

未払役員退職慰労金 48,893千円

退職給付引当金 92,485千円

新株予約権 10,484千円

商品評価損 39,193千円

未払事業税 11,273千円

関係会社出資金評価損 9,186千円

その他 93,626千円

繰延税金資産小計 340,807千円

評価性引当額 △86,952千円

繰延税金資産合計 253,855千円

繰延税金資産純額 253,855千円

８．関連当事者との取引に関する注記

当社の子会社

種類
会社等
の名称

所在地
資本金
または
出資金

事業の内容

議決権等
の所有割

合
(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社
株式会社
エスアイ
ピー

東京都
港区

10,000千円

マーケテ
ィングサ
ービス事
業

(所有)
直接
100.0

当社販促製
作物の販売
等
役員の兼任

商品の
販売
(注)

2,183,992

売掛金 218,195

未収入金 90,486

子会社
株式会社
エルティ
ーアール

東京都
港区

10,000千円
テーマカ
フェの運
営事業

(所有)
直接
51.0

当社販促製
作物の販売
等
役員の兼任

金銭の
貸付

204,000

未収収益 262

受取利息 262

上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税が含

まれております。

（取引条件ないし取引条件の決定方針等）

(注) 子会社との取引については、他の取引先と同様の一般的な条件を勘案して行

っております。
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９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 756円07銭

(2) １株当たり当期純利益 117円81銭

10．追加情報

連結注記表「追加情報」に記載しているため、注記を省略しています。

11．重要な後発事象に関する注記

（会社分割による持株会社体制への移行及び商号変更）

連結注記表の「９．重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載している

ため、注記を省略しております。

12．その他の注記

該当事項はありません。
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